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上 場 会 社 名               日本精工株式会社日本精工株式会社日本精工株式会社日本精工株式会社                                                        上場取引所  東 大 名 福 札                   
コ ー ド 番 号               ６４７１                             本社所在都道府県   
（ＵＲＬ http://www.nsk.com）                 東京都 
問合せ先  責任者役職名               執行役員 経理部長                     
            氏        名         三木 玄夫                            TEL（03）3779-7056   
中間決算取締役会開催日               平成１４年１１月１５日 
親会社名    －    （コード番号：   －    ）            親会社における当社の株式保有比率：   －  ％ 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１．14年9月中間期の連結業績 （平成14年4月1日～平成14年9月30日） 
（１）連結経営成績                     記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売上高 営業利益 経常利益 
 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円 
260,694 
252,419 

％ 
3.3 

△6.0 

百万円 
6,488 
4,926 

％ 
31.7 

△59.5 

百万円 
3,206 
1,984 

％ 
61.6 

△74.8 
14 年 3 月期 480,902  3,947   △3,164   
 

 中間（当期）純利益 １株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益 

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

百万円 
848 

3,653 

％ 
△76.8 
△38.7 

円   銭 
1 54 
6 51 

円   銭 
－ 

6 51 
14 年 3 月期 △17,696  △31 79 － 
 （注）①持分法投資損益   14年9月中間期 1,546百万円  13年9月中間期  1,089百万円  14年3月期  2,564百万円 
        ②期中平均株式数（連結） 14年9月中間期 549,267,741株  13年9月中間期 561,285,526株  14年3月期 556,567,580株 
        ③会計処理の方法の変更       無 
        ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 
14年9月中間期 599,820 178,520 29.8 327 18 
13年9月中間期 646,784 216,466 33.5 385 66 
14年3月期 642,823 208,179 32.4 378 03 
  （注）期末発行済株式数（連結） 14年9月中間期 545,638,816株 13年9月中間期561,287,442株 14年3月期550,702,953株 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による    

キャッシュ・フロー 
投資活動による    

キャッシュ・フロー 
財務活動による    

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
14年9月中間期 19,838 △8,077 △18,235 49,460 
13年9月中間期 8,964 △14,625 1,185 42,494 
14年3月期 30,331 △34,372 12,919 56,558 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数   73社       持分法適用非連結子会社数    0社      持分法適用関連会社数   22社 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結   （新規）    0社   （除外）  1社                   持分法  （新規）  2社    （除外）  0社 
  

２．15年3月期の連結業績予想（平成14年4月1日～平成15年3月31日） 
 売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 
                   百万円                      百万円                      百万円 

通  期 505,000      7,000      1,000 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  1円83銭     
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結７ページを参照して下さい。 
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１．企業集団の状況 
事業の内容 
当社グループは、当社、子会社 73 社及び関連会社 22 社により構成されており、主として軸受、自動車関連

部品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品は、自動車、電機・情報機器、工作機械、

産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 
 
各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 
 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 
     
   当  社 当  社 
   エヌエスケー福島（株） エヌエスケー販売（株） 
   新日本鋼球（株） エヌエスケー・オートリブ（株） 
    エヌエスケー・マイクロプレシジョン（株） ＮＳＫコーポレーション社 
   ※ エヌエスケー・トリントン（株） ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 
  標準玉軸受 ※ 井上軸受工業（株） ナステック社 
  ミニアチュア・小径軸受 ※ （株）天辻鋼球製作所 ＮＳＫカナダ社 
 軸  受  ころ軸受 ＮＳＫコーポレーション社 ＮＳＫブラジル社 
  ハブユニット ＮＳＫブラジル社 ＮＳＫ ＵＫ社 
  ニードル軸受 ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社 ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

   ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 ＮＳＫドイツ社 
   ＮＳＫイスクラ社 ＮＳＫイスクラ社 
   ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロッパ社 ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 
   ＮＳＫベアリング・インドネシア社 ＮＳＫシンガポール社 
    ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社 昆山恩斯克有限公司 
    昆山恩斯克有限公司 ＮＳＫ韓国社 
    ＮＳＫ韓国社  
      
      
  ステアリング  当  社  
 自動車  電動パワーステアリング  エヌエスケー・ステアリングシステムズ（株）  
  関連部品  自動変速機(AT)用部品  エヌエスケー・オートリブ（株）  
  シートベルト ※ エヌエスケー・ワーナー（株）  
    ナステック社  
    ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社  
      
     
 精密機器  ボールねじ 当  社  
  関連製品  リニアガイド ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社  
  ＸＹテーブル   
  メガトルクモータ   

     
その他  機械設備等 ─ 日京産業（株） 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

                                       

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

 

海外販売会社海外販売会社海外販売会社海外販売会社    
 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

 ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 ＮＳＫシンガポール社 

海外製造会社海外製造会社海外製造会社海外製造会社        
（軸受）  

  ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 

  ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン（Ｍ）社

  ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール社 

  ＮＳＫ－ＡＫＳプレシジョンボール 
           ・ヨーロッパ社 

 

 

日  本  精  工  （株） （当  社） 
（軸受、自動車関連部品、精密機器関連製品の製造及び販売）

 

代 理 店 ・ 販 売 店 ・ 大 口 需 要 先 等 

国内製造会社国内製造会社国内製造会社国内製造会社    
（軸受） 

  エヌエスケー福島（株） 

  新日本鋼球（株） 

  エヌエスケー・マイクロプレシジョン（株）

 ※エヌエスケー・トリントン（株） 

 ※井上軸受工業（株） 

 ※（株）天辻鋼球製作所 

（自動車関連部品） 

  エヌエスケー・ステアリングシステムズ（株） 

 ※エヌエスケー・ワーナー（株） 
海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社    

 (軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  ＮＳＫイスクラ社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 (自動車関連部品) 

  ナステック社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・ヨーロッパ社 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

国内製造・販売会社国内製造・販売会社国内製造・販売会社国内製造・販売会社    
エヌエスケー・オートリブ
国内販売会社国内販売会社国内販売会社国内販売会社    
  エヌエスケー販売（株）
        は製品の流れ 

        は部品等の流れ 

の統括を行う 
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２．経営方針 
    

１．経営の基本方針 
当社は第一に、ワールドワイドに広がるユーザーの多様なニーズに対し、最高の満足度を得られるよう

に技術力と生産及び販売の展開力等、総力を結集して応えてまいります。第二に、当社の基幹技術である

摩擦と潤滑を自在に制御するトライボロジー技術を通して、豊かな社会の実現と地球環境の負荷の軽減に

貢献してまいります。第三に、世界各地に広がる生産拠点が、それぞれの地域社会で良き企業市民になる

ことを目指しております。この三つの方針を通し、信頼されるブランドを作り上げ、国際的に評価される

優良企業の仲間入りをしたいと考えております。 
 
２． 利益配分の基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきましては、

安定的な配当を継続実施していくことを基本とし、業績水準、配当性向等を総合的に勘案して決定してい

きたいと考えております。 
 
３．中長期的な経営戦略 

事業構造の変化に的確に対応し、更に収益力を上げるために「事業の選択と集中」を図ってまいります。

すなわち、事業ごとに自らの収益責任でそれぞれのマーケットに特化して事業展開を行う「分社化」の動

きを進める一方で、グローバル・アライアンスを推進し、グローバル企業として強力なポジションを確立

してまいります。このように国内外の経営資源を有効に活用しながら、グローバルな視点からの事業展開

を行っていくと同時に、次なる飛躍に向け、基盤技術や新製品の開発など「技術力」の強化も進めてまい

ります。 
 
４．コーポレートガバナンスの充実に関する施策 

「経営の意思決定並びに監督機能」と「業務執行機能」の分離を行い、より効率的でかつ迅速な経営の推

進のため、取締役会の構成人数の最適化、執行役員制の導入、社外取締役の選任を平成 11 年６月より実施

しております。執行役員には積極的に若手の登用を行う一方、主要グループ会社のトップを親会社の執行

役員兼任として、グループ経営力の強化を図っております。また、取締役と執行役員に対する報酬体系に

ついては、社外取締役を長とした報酬委員会により決められており、会社経営の透明性の向上に努めてお

ります。 
更に、企業を取り巻く環境が厳しい中、グループをあげて備えるべきリスク管理を行うために「危機管

理委員会」を設置しました。 
 
５． 対処すべき課題 

経済環境に厳しさが増す中で、国内外において生産体制の再編成、雇用構造や調達体制の変革などの「第

２次事業構造改革」に取組み、更に徹底した固定費の削減など一層のコストダウンを図ってまいります。

また、引き続き棚卸資産の削減や有利子負債の削減等財務体質の強化に努め足元の収益基盤を固めてまい

ります。 
また、メーカーの競争力の根幹である物作りの抜本的改革を進めると共に、取引先へのサービス向上と

業務プロセスの大幅な変革に向け、「ｅ」イノベーションの取組みを展開しております 
環境保護につきましても、中長期計画に沿って環境経営の構築に取り組んでまいります。 
このように、グループ企業と一体となった経営を進め、２１世紀に発展する優良企業を目指してまいり

ます。 
 

６．目標とする経営指標 
   安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重んじ、資産の効率性を追求するとともに、キャッシ

ュ・フローにも目を向け、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目指してまいります。
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３．経営成績 

    
１．当中間期の概況 
（１）業  績 
当中間期におけるわが国経済は、輸出の拡大により一部に回復軌道を辿っておりましたが、株安、金融シス

テムの動揺とデフレが進行する中で、個人消費は横ばいで推移し、また、雇用環境も失業率が高水準で推移す

るなど、全体としては厳しさの増す状態となりました。海外におきましては、米国経済は個人消費の伸びが鈍

化し、景気回復が一層緩やかなものになっております。欧州経済は英国においては景気回復の動きが続いてい

るものの、その他の地域での動きは弱まってきております。アジア経済は、米国経済の先行きへの懸念はある

ものの外需主導による拡大基調を維持しております。 

このような状況にあって、当社グループは、生産性の向上や経費節減に取り組むと同時に、この先行きの不

透明な状況下で生き残るために国内外の事業基盤を再度見直す「事業構造改革」を推進してまいりました。 

この結果、当中間期の業績は、売上高が 2,606 億 94 百万円と前年同期に比べ 82 億 75 百万円（+3.3％）の増

収となりました。また、利益につきましては、営業利益は 64 億 88 百万円、経常利益は 32 億 6 百万円と、前年

同期に比べ、それぞれ 15 億 62 百万円（+31.7％）、12 億 22 百万円（+61.6％）と増益になりました。 

また、退職給付信託設定益 118 億 91 百万円などを特別利益に計上しましたが、早期退職優遇制度適用拡大に

よる特別退職金等事業構造改善費用 94 億 46 百万円などを特別損失として計上し、中間純利益は 8億 48 百万円

と前年同期に比べ 28 億 5 百万円の減益となりました。 

 
 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 

①軸受 

国内売上は自動車向けが増加し、また海外は欧州が減少したものの、米州、アジアが増加したことによ

り、軸受の売上高は 1,603 億 55 百万円と、前年同期に比べ 48 億 42 百万円（+3.1％）の増収となり、営業

利益は 93 億 45 百万円となりました。 
 

②自動車関連部品 

国内売上は電動パワーステアリングやオートマチックトランスミッション用部品が増加し、また海外も

欧州が大幅に増加した結果、自動車関連部品の売上高は 750 億 74 百万円と、前年同期に比べ 96 億 67 百万

円（+14.8％）の増収となり、営業利益は 19 億 64 百万円となりました。 
 
③精密機器関連製品 

国内売上は、半導体製造装置関連や工作機械向けなどが大きく減少し、海外も米州、欧州が大きく減少

したため、売上高は 165 億 25 百万円と前年同期に比べ 43 億 27 百万円（△20.8％）の減収となり、営業損

失は 34 億 25 百万円となりました。 
 

④その他 

売上高は 87 億 39 百万円となり、前年同期に比べ 19 億 7 百万円(△17.9％)の減収となり、営業利益は 3

億 98 百万円となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 
①日本 

国内販売では、半導体製造装置関連及び工作機械向けの精密機器関連製品が大幅に減少しましたが、自

動車向けの軸受及び自動車関連部品が大幅に増加しました。 

この結果、売上高は 1,550 億 51 百万円と前年同期に比べ 38 億 68 百万円（+2.6％）の増収となり、営業

利益は 60 億 5 百万円となりました。 

②米州 

米州は、自動車関連部品の売上が大幅に増加しましたが、精密機器関連製品の売上が減少しました。 

この結果、売上高は 408 億 98 百万円と前年同期に比べ 25 億 20 百万円（+6.6％）の増収となり、営業利

益は 10 億 50 百万円となりました。 

③欧州 

欧州においては、電動パワーステアリングの売上は大幅に増えましたが、軸受や精密機器関連製品は大

きく減少しました。この結果、売上高は 420 億 58 百万円と 2億 41 百万円（△0.6％）の減収となりました。

引き続いて事業の再編成を進めておりますが、結果的に当中間期は12億1百万円の営業損失となりました。 

④アジア 

アジア経済が順調に推移する中で、軸受の売上が増加し、売上高は 226 億 85 百万円と前年同期に比べて

21 億 28 百万円（+10.4％）の増収となり営業利益は 21 億 95 百万円となりました。 

 
 （２）キャッシュ・フローの状況 

当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、198

億 38 百万円の増加となりました。主な内訳は、税金等調整前中間純利益が 75 億 26 百万円、減価償却費

139 億 64 百万円、棚卸資産の減少による収入 93 億 81 百万円及び売上債権の増加による支出 89 億 56 百万

円であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出 129 億 94 百万円や投資有価証券

の売却による収入 32 億 91 百万円等により、80 億 77 百万円の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、182 億 35 百万円の減少となりました。これは借入金純減少額 49

億 92 百万円、社債の償還による 100 億円の減少、自己株式の取得 17 億 54 百万円及び配当金の支払額 13

億 75 百万円等によるものです。 

これらの増減に為替換算差額を加算した結果、現金及び現金同等物の減少額は 70 億 97 百万円となり、

当中間期末の現金及び現金同等物の残高は 494 億 60 百万円となりました。 



 

－連結 7－ 

 
 
２．通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、米国経済への先行き懸念が強まる中で、国内においても株価の下落や高失業

率などの環境下で最終需要が下押しされる懸念が強まっております。このような状況の中で、引き続き国内外

において事業基盤を見直し、協力企業を含む生産体制の見直しを進めております。この１０月より精密機器関

連製品事業やステアリング部品事業につきましては分社化を行いました。さらに、外部調達費用の削減や人事・

賃金制度の改革、更により徹底した固定費の削減や棚卸資産の削減等財務体質の強化に努めてまいります。 

通期の連結業績につきましては、このような状況下で、売上高は 5,050 億円を予想しております。収益面に

つきましては、営業利益は 140 億円、経常利益は 70 億円、当期純利益は 10 億円を予想しております。なお、

下半期の想定為替レートは１US$＝120 円を使用しております。 
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 ４．中間連結財務諸表等   
 

連 結 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間 
(平成 14 年 9 月 30 日現在)

 

前中間連結会計期間 
(平成 13 年 9月 30 日現在) 

前連結会計年度 
(平成 14年 3月 31 日現在) 

 比 較 増 減 
対 前連結会計年度 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
２７５，７５９ 

 
３０５，８２５ 

 
２９１，４９０ 

  
△１５，７３１ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
棚 卸 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

２９，８４５ 
１１９，１６１ 
１２，３９１ 
８４，１３５ 
３１，８５０ 
△１，６２５ 

 
３２４，０６１ 

２１，３６７ 
１３６，２２６ 
２２，２２０ 
１０４，６０７ 
２２，４８９ 
△１，０８５ 

 
３４０，９５８ 

２４，４６５ 
１１２，６５５ 
３０，７３７ 
９７，４５９ 
２７，８２５ 
△１，６５３ 

 
３５１，３３２ 

 ５，３８０ 
６，５０６ 

△１８，３４６ 
△１３，３２４ 
４，０２５ 

２８ 
 

△２７，２７１ 
 
有 形 固 定 資 産  

 
２０５，１００ 

 
２１１，２１６ 

 
２１７，５６５ 

  
△１２，４６５ 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 
土 地 
その他の有形固定資産 

 
無 形 固 定 資 産  

６４，１９７ 
９８，０３７ 
２３，１９５ 
１９，６７０ 

 
２，６２５ 

６３，２１１ 
９９，８３７ 
２４，８２０ 
２３，３４６ 

 
２，４２９ 

６７，９５４ 
１０４，８５８ 
２４，３５９ 
２０，３９３ 

 
２，６１４ 

 △３，７５７ 
△６，８２１ 
△１，１６４ 
△７２３ 

 
１１ 

 
投 資 そ の 他 の 資 産  

 
１１６，３３６ 

 
１２７，３１２ 

 
１３１，１５３ 

  
△１４，８１７ 

投 資 有 価 証 券 
繰 延 税 金 資 産 
前 払 年 金 費 用 
その他の投資その他の資産 
貸 倒 引 当 金 

９３，８５９ 
１，５９５ 
１３，９１０ 
９，０３２ 
△２，０６２ 

１１７，６６１ 
１，７１６ 

－ 
９，５９２ 
△１，６５７ 

１２２，７７７ 
１，５５７ 

－ 
８，９７９ 
△２，１６１ 

 △２８，９１８ 
３８ 

１３，９１０ 
５３ 
９９ 

      
資 産 合 計 ５９９，８２０ ６４６，７８４ ６４２，８２３  △４３，００３ 
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(単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間 
(平成 14 年 9 月 30 日現在)  

前中間連結会計期間
(平成 13年 9月 30 日現在) 

前連結会計年度 
(平成 14年 3月 31 日現在) 

 比 較 増 減 
対 前連結会計年度 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
２３１，３４１ 

 
２５９，０５２ 

 
２３９，３７８ 

  
△８，０３７ 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

８５，３９０ 
９１，１１４ 
１０，０００ 
１，９０８ 
４２，９２８ 

 
１７７，８２１ 

９１，５７４ 
１０８，７３２ 
１０，２７０ 
４，５３３ 
４３，９４１ 

 
１５８，７３６ 

８６，３４６ 
９８，４５３ 
２０，０００ 
１，３７７ 
３３，２００ 

 
１８２，４５５ 

 △９５６ 
△７，３３９ 
△１０，０００ 

５３１ 
９，７２８ 

 
△４，６３４ 

社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

９６，９８９ 
５７，７６３ 
８，７０５ 
６，２９５ 
１，４４２ 
６，６２５ 

１０６，９８９ 
２３，９２０ 
２，７２２ 
１４，６４８ 
１，４０３ 
９，０５２ 

９６，９８９ 
５６，９１７ 
６，９４５ 
１３，１４１ 
１，６００ 
６，８５９ 

 － 
８４６ 

１，７６０ 
△６，８４６ 
△１５８ 
△２３４ 

負 債 合 計 ４０９，１６２ ４１７，７８８ ４２１，８３３  △１２，６７１ 

(少 数 株 主 持 分 )  
少 数 株 主 持 分  

 
１２，１３７ 

 
１２，５２８ 

 
１２，８１０ 

  
△６７３ 

 
(資 本 の 部 )  
資  本  金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 

 
 

６７，１７６ 
７７，９２３ 
５３，４０５ 
５，１９２ 

△２２，７５２ 
△２，４２５ 

 
 

６７，１７６ 
８２，３６０ 
７６，７０５ 
１０，１５５ 
△１９，５３５ 

△３９５ 

 
 

６７，１７６ 
７７，９２３ 
５３，９２１ 
２４，３１６ 
△１４，７４９ 

△４０８ 

  
 
－ 
－ 

△５１６ 
△１９，１２４ 
△８，００３ 
△２，０１７ 

      

資 本 合 計 １７８，５２０ ２１６，４６６ ２０８，１７９  △２９，６５９ 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計  ５９９，８２０ ６４６，７８４ ６４２，８２３  △４３，００３ 

 

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(注)１． 有形固定資産の減価償却累計額 ３８８，８４９百万円 ３７７，４４１百万円 ３９５，２５４百万円 
     

２． 受 取 手 形 割 引 高 －百万円 １１０百万円 ９７百万円 

 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 －百万円   ８７百万円 －百万円 

 保 証 債 務 等 １，０６２百万円 １，８６２百万円 １，２７４百万円 

 （保証類似行為を含む）    
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連 結 損 益 計 算 書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当中間連結会計期間 
自 平成 14 年 4 月 １日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 13 年 4 月 １日 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 １日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

 比 較 増 減 
対 前中間連結会計期間 

 金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

金 額 
対売上高 
比 率 

 金 額 増減
率 

 
 
売 上 高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
 

２６０，６９４ 
２１１，６９９ 
４８，９９５ 

％  
 

100.0 
81.2 
18.8 

 
 

２５２，４１９ 
２０６，４７６ 
４５，９４３ 

％  
 

100.0 
81.8 
18.2 

 
 

４８０，９０２ 
３９３，６３６ 
８７，２６５ 

％ 
 

100.0 
81.9 
18.1 

  
 

８，２７５ 
５，２２３ 
３，０５２ 

％  
 

3.3 
2.5 
6.6 

販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

４２，５０６ 
６，４８８ 

16.3 
2.5 

４１，０１６ 
４，９２６ 

16.2 
2.0 

８３，３１８ 
３，９４７ 

17.3 
0.8 

 １，４９０ 
１，５６２ 

3.6 
31.7 

 
営 業 外 収 益 

 
４，０３２ 

 
1.5 

 
３，７０７ 

 
1.5 

 
７，５８５ 

 
1.6 
  

３２５ 
 

8.8 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

営 業 外 費 用 

９８９ 
１，５４６ 
１，４９６ 

７，３１５ 

0.4 
0.6 
0.5 

2.8 

１，４３３ 
１，０８９ 
１，１８４ 

６，６５０ 

0.6 
0.4 
0.5 

2.7 

２，１２７ 
２，５６４ 
２，８９４ 

１４，６９８ 

0.5 
0.5 
0.6 

3.1 

 △４４４ 
４５７ 
３１２ 

６６５ 

△31.0 
42.0 
26.3 

10.0 
支 払 利 息 
雑 損 

経常利益又は経常損失(△) 

３，３６５ 
３，９４９ 

３，２０６ 

1.3 
1.5 

1.2 

３，９５３ 
２，６９６ 

１，９８４ 

1.6 
1.1 

0.8 

７，７５７ 
６，９４０ 

△３，１６４ 

1.6 
1.5 

△0.7 

 △５８８ 
１，２５３ 

１，２２２ 

△14.9 
46.5 

61.6 

 
特 別 利 益 １４，９７９ 5.8 ９，５０８ 3.8 ９，５８９ 2.0 

 

５，４７１ 57.5 
 
 

投資有価証券売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
退職給付信託設定益 

 

特 別 損 失 

２，３２６ 
７６１ 

１１，８９１ 
 

１０，６５８ 

0.9 
0.3 
4.6 
 

4.1 

２３２ 
９，２７６ 

－ 
 

１，７５３ 

0.1 
3.7 
－ 
 

0.7 

３１３ 
９，２７６ 

－ 
 

１６，７４９ 

0.1 
1.9 
－ 
 

3.4 

 

２，０９４ 
△８，５１５ 
１１，８９１ 

 

８，９０５ 

－ 
△91.8 
－ 
 

507.9 
事業構造改善費用 
投資有価証券評価損 
関係会社株式売却

損 
退職給付引当金繰入額 

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 

又は税金等調整前当期純損失(△)  

９，４４６ 
２１６ 
８４４ 
１５１ 

 
７，５２６ 

3.6 
0.1 
0.3 
0.1 
 

2.9 

２４５ 
１，５０８ 

－ 
－ 
 

９，７３９ 

0.1 
0.6 
－ 
－ 
 

3.9 

３，８５０ 
１２，８９８ 

－ 
－ 
 

△１０，３２４ 

0.8 
2.6 
－ 
－ 
 

△2.1 

 ９，２０１ 
△１，２９２ 

８４４ 
１５１ 

 
△２，２１３ 

－ 
△85.6 
－ 
－ 
 

△22.7 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 
少 数 株 主 利 益 

１，８１４ 
５，０５１ 
△１８８ 

0.7 
2.0 
△0.1 

５，１７７ 
６９２ 
２１５ 

2.1 
0.3 
0.1 

３，４８１ 
３，６９９ 
１９０ 

0.7 
0.8 
0.1 

 △３，３６３ 
４，３５９ 
△４０３ 

△65.0 

629.6 
－ 

中間純利益又は当期純損失(△) ８４８ 0.3 ３，６５３ 1.4 △１７，６９６ △3.7  △２，８０５ △76.8 
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連 結 剰 余 金 計 算書  
 

    (単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間 
自 平成14年4月 １日

至 平成 14 年 9 月 30

日 

前中間連結会計期間 
自 平成13年4月 １日 
至 平成 13 年 9 月 30

日 

前連結会計年度 
自 平成13年4月 １日 
至 平成 14 年 3 月 31

日 

 比 較 増 減 
対 前中間連結会計期

間 

 

資 本 剰 余 金 の 部  
 

    
 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高
 

７７，９２３
 

８２，３５９ 
 

８２，３５９ 
 
 △４，４３６ 

 
資 本 剰 余 金 増 加 高 
転換社債の株式への転換による増加 －

 
１ 

 
１ 
  

△１ 
     

資 本 剰 余 金 減 少 高 
自 己 株 式 消 却 額 －

 
－ 

 
４，４３７ 

  
－ 

     

資本剰余金中間期末(期末)残高 ７７，９２３ ８２，３６０ ７７，９２３  △４，４３７ 

      

 

利 益 剰 余 金 の 部  
 

    
 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  
 

５３，９２１ ７４，４５３ ７４，４５３  △２０，５３２ 

利 益 剰 余 金 減 少 高  １，３６３ １，４０２ ２，８３６  △３９ 
配 当 金 
役 員 賞 与 

 
中 間 純 利 益 
又 は 当 期 純 損 失 (△ ) 

１，３６３ 
－ 
 
 

８４８ 

１，４０２ 
－ 
 

 
３，６５３ 

２，７７９ 
５６ 
 
 

△１７，６９６ 

 △３９ 
－ 
 
 

△２，８０５ 
 

利益剰余金中間期末(期末)残高 
 

５３，４０５ 
 

７６，７０５ 
 

５３，９２１ 
  

△２３，３００ 
      

前中間連結会計期間及び前連結会計年度につきましては、当中間連結会計期間ベースに組替えて表示しております。 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
     (単位 百万円) 

当中間連結会計期間 
自 平成 14 年 4 月 １日 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 13 年 4 月 １日
至 平成 13 年 9 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 13 年 4 月 １日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 科        目 

金  額 金  額 金  額 
 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
1.税金等調整前中間純利益又は税金等調整前当期純損失(△) ７，５２６ ９，７３９ △１０，３２４ 
2.減 価 償 却 費 １３，９６４ １３，２９５ ２７，５３６ 
3.連 結 調 整 勘 定 償 却 額  － ３８１ ４００ 
4.貸倒引当金の増減額（減少：△）  △８８ １３２ １，１０１ 
5.退職給付引当金及び前払年金費用の増減額 △１４，３２６ △３９１ △１，４９８ 
6.受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △９８９ △１，４３３ △２，１２７ 
7.支 払 利 息 ３，３６５ ３，９５３ ７，７５７ 
8.持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △１，５４６ △１，０８９ △２，５６４ 
9.有 形 固 定 資 産 売 却 益  △７６１ △９，２７６ △９，２７６ 
10.投 資 有 価 証 券 売 却 益  △２，３２６ △２３２ △３１３ 
11.投 資 有 価 証 券 評 価 損  ２１６ １，５０８ １２，８９８ 
12.関 係 会 社 株 式 売 却 損 ８４４ － － 
13.事 業 構 造 改 善 費 用 ７９０ － － 
14.売上債権の増減額（増加：△）  △８，９５６ １２，５００ ３４，８１３ 
15.棚卸資産の増減額（増加：△）  ９，３８１ △４５４ １０，２９２ 
16.仕入債務の増減額（減少：△）  △４２７ △１４，３５４ △１９，７５３ 
17.そ の 他 １４，９８５ ２，５９１ △５，６０４ 

小      計 ２１，６５３ １６，８７０ ４３，３３６ 

18.利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １，８７６ ２，１７４ ３，５３９ 
19.利 息 の 支 払 額 △４，３０４ △４，１３０ △７，１３９ 
20.法 人 税 等 の 支 払 額 ６１２ △５，９５０ △９，４０４ 
  営業活動によるキャッシュ・フロー １９，８３８ ８，９６４ ３０，３３１ 
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
1.有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △１２，９９４ △２１，５６４ △４２，３９３ 
2.有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  １，７１０ ９，３６８ １１，０３９ 
3.投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △４３５ △２，７０３ △４，７０８ 
4.投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  ３，２９１ ２９４ ２，６１５ 
5.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出  － － △２３１ 
6.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入  － ２７３ ２７３ 
7.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入  １，０４６ － － 
8.持分法適用会社株式の取得による支出 △１４７ △７５ △７５ 
9.貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △５ △１２１ △３９４ 
10.貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １０５ ５２ ２１２ 
11.そ の 他 △６４７ △１４９ △７１０ 
  投資活動によるキャッシュ・フロー △８，０７７ △１４，６２５ △３４，３７２ 
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
1.短期借入金の純増減額（減少：△）  △６，３６４ １２，９４５ １０１ 
2.コマーシャルペーパーの純増減額（減少：△）  － △１０，０００ △１０，０００ 
3.長 期 借 入 に よ る 収 入 ３，０１８ １，６９１ ３８，１５１ 
4.長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △１，６４７ △２，０３８ △７，２８６ 
5.社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１０，０００ － △２７０ 
6.自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △１，７５４ － △４，４６２ 
7.配 当 金 の 支 払 額 △１，３７５ △１，６８３ △３，０８５ 
8.少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △２３ △２７ △１２４ 
9.そ の 他 △８９ ２９７ △１０４ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △１８，２３５ １，１８５ １２，９１９ 
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △６２４ ２５７ ９６７ 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 (減少：△)  △７，０９７ △４，２１７ ９，８４６ 
 Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  ５６，５５８ ４６，７１２ ４６，７１２ 
 Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ４９，４６０ ４２，４９４ ５６，５５８ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結子会社 

 連結子会社数は７３社（国内２２社、海外５１社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

主要会社名：エヌエスケー販売㈱、エヌエスケー福島㈱、エヌエスケー・ステアリングシステムズ㈱、 

ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

 

（２）持分法適用会社 

 持分法を適用する会社数は２２社（国内１３社、海外９社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

主要会社名：エヌエスケー・トリントン㈱、エヌエスケー・ワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所 

 

（３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

持分法適用会社    

 ・新規設立による増加 ：１社 鉄姆肯－恩斯克軸承(蘇州)有限公司 

 ・所有割合変更に伴い ：１社 エアロエンジン・ベアリングＵＫ社 

  連結子会社より異動    

 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 海外連結子会社５１社、中外商事㈱、エヌエスケー・オートリブ㈱及びドライブシャフト・テクノロジー㈱については 

６月末日現在の財務諸表を、新日本鋼球㈱については８月末日現在の財務諸表を使用しております。 

 なお、中間連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② 棚卸資産 
 製品及び材料は総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動平均法
に基づく原価法であります。 

 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

 有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）重要な引当金の計上基準   
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① 貸倒引当金 

 貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した中間期末の金銭債権に対し、一般債権につ

いては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上

しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生していると認められる額を退職給付引当金または前払年金費用として計上しており

ます。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象  

為替予約  外貨建債権債務  

金利スワップ  借入金  

③ ヘッジ方針 

 当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債務の

為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ取引を行

うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価とし

ております。 

 

（７）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

 

１． 事業の種類別セグメント情報 

(単位 百万円) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成 14年 4 月  1日 
至 平成 14年 9 月 30日 

 

 軸 受 
自動車 
関連部品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

    売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
160,355 75,074 16,525 8,739 260,694 － 260,694 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 2,657 2,657 (2,657) － 

    計 160,355 75,074 16,525 11,397 263,351 (2,657) 260,694 
 営 業 費 用 151,009 73,109 19,950 10,998 255,068 (863) 254,205 
 営業利益又は営業損失(△) 9,345 1,964 △3,425 398 8,282 (1,793) 6,488 
 

(単位 百万円) 

 
前中間連結会計期間 

自 平成 13年 4 月  1日 
至 平成 13年 9 月 30日 

 

 軸 受 
自動車 
関連部品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

 売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
155,513 65,407 20,852 10,646 252,419 － 252,419 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替
高 

－ － － 5,318 5,318 (5,318) － 

    計 155,513 65,407 20,852 15,964 257,738 (5,318) 252,419 
 営 業 費 用 148,796 65,317 21,411 15,205 250,731 (3,238) 247,493 
 営業利益又は営業損失(△) 6,717 89 △558 758 7,006 (2,080) 4,926 
 

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成 13年 4 月  1日 
至 平成 14年 3 月 31日 

 

 軸 受 
自動車 
関連部品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

    売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
302,360 128,168 33,974 16,398 480,902 － 480,902 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 10,529 10,529 (10,529) － 

    計 302,360 128,168 33,974 26,928 491,432 (10,529) 480,902 
 営 業 費 用 291,075 127,784 39,302 25,123 483,286 (6,331) 476,954 
 営業利益又は営業損失(△) 11,285 383 △5,328 1,805 8,145 (4,198) 3,947 
 
（注）１．各事業区分の主要製品は、1.企業集団の状況に記載しております。 
   ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
       当中間連結会計期間  1,899 百万円 

前中間連結会計期間  1,941 百万円 
       前連結会計年度    3,918 百万円 
     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
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２．所在地別セグメント情報 

(単位 百万円) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成 14年 4 月  1日 
至 平成 14年 9 月 30日 

 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 
又は全社 

連 結 

 売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
155,051 40,898 42,058 22,685 260,694 ─ 260,694 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替
高 

36,925 152 1,778 6,396 45,253 (45,253) ─ 

    計 191,976 41,050 43,837 29,082 305,947 (45,253) 260,694 
 営 業 費 用 185,971 40,000 45,039 26,886 297,897 (43,692) 254,205 
 営業利益又は営業損失(△) 6,005 1,050 △1,201 2,195 8,050 (1,561) 6,488 
 

(単位 百万円) 
 

前中間連結会計期間 
自 平成 13年 4 月  1日 
至 平成 13年 9 月 30日 

 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 
又は全社 

連 結 

 売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
151,183 38,378 42,299 20,557 252,419 ─ 252,419 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替
高 

39,639 190 1,667 7,690 49,188 (49,188) ─ 

    計 190,823 38,569 43,967 28,247 301,607 (49,188) 252,419 
 営 業 費 用 186,172 36,877 46,106 25,946 295,102 (47,609) 247,493 
 営業利益又は営業損失(△) 4,651 1,692 △2,138 2,301 6,505 (1,578) 4,926 
 

(単位 百万円) 
 

前連結会計年度 
自 平成 13年 4 月  1日 
至 平成 14年 3 月 31日  

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 
又は全社 

連 結 

    売 上 高        
(１) 外部顧客に 

対する売上高 
291,088 73,021 76,472 40,319 480,902 － 480,902 

(２) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

75,635 316 3,360 13,439 92,752 (92,752) － 

    計 366,724 73,338 79,833 53,759 573,655 (92,752) 480,902 
 営 業 費 用 358,711 71,373 86,492 50,129 566,707 (89,752) 476,954 
 営業利益又は営業損失(△) 8,012 1,965 △6,659 3,630 6,948 (3,000) 3,947 
 
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
       米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
       欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
       アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
       当中間連結会計期間  1,899 百万円 
       前中間連結会計期間  1,941 百万円 
       前連結会計年度    3,918 百万円 
     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
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３．海外売上高 

(単位 百万円) 
 

当中間連結会計期間 
自 平成 14年 4 月  1日 
至 平成 14年 9 月 30日  

 米 州 欧 州 アジア 計 
 
Ⅰ 
 
海外売上高 

 
43,085 

 
41,793 

 
39,251 

 
124,130 

 
Ⅱ 
 
連結売上高 

    
260,694 

 
Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
16.5 

％ 
16.0 

％ 
15.1 

％ 
47.6 

(単位 百万円) 
 

前中間連結会計期間 
自 平成 13年 4 月  1日 
至 平成 13年 9 月 30日  

 米 州 欧 州 アジア 計 
 
Ⅰ 
 
海外売上高 

 
40,272 

 
42,959 

 
37,352 

 
120,584 

 
Ⅱ 
 
連結売上高 

   百万円 
252,419 

 
Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
16.0 

％ 
17.0 

％ 
14.8 

％ 
47.8 

(単位 百万円) 
 

前連結会計年度 
自 平成 13年 4 月  1日 
至 平成 14年 3 月 31日  

 米 州 欧 州 アジア 計 
 
Ⅰ 
 
海外売上高 

 
76,495 

 
76,964 

 
69,818 

 
223,278 

 
Ⅱ 
 
連結売上高 

    
480,902 

 
Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

％ 
15.9 

％ 
16.0 

％ 
14.5 

％ 
46.4 

 
（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ３．各区分に属する主な国又は地域 
       米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
       欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
       アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
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６．リ ー ス 取 引 
 

 
当中間連結会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

  

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

1,453 428 1,024 

その他の
有形固定
資産 

3,066 1,604 1,461 

無形固定 
資産 2,296 1,130 1,165 

合計 6,816 3,164 3,651 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

  

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

建物 
及び 
構築物 

15 15 0 

機械装置 
及び 
運搬具 

1,534 345 1,188 

その他の
有形固定
資産 

3,615 1,685 1,929 

無形固定 
資産 1,789 981 808 

合計 6,954 3,027 3,927 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

  

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

1,515 414 1,101 

その他の
有形固定
資産 

3,716 2,035 1,681 

無形固定 
資産 2,361 1,231 1,130 

合計 7,594 3,681 3,913 

 

   
 (注)  取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が、有形固定
資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。 

 (注)  取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が、有形固定
資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。 

 (注)  取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が、有形固定資産
の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。 

   
② 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 1,205百万円
１年超 2,446百万円
合計 3,651百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定
しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 
１年内 1,265百万円
１年超 2,662百万円
合計 3,927百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定
しております。 

② 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 1,241百万円
１年超 2,671百万円
合計 3,913百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しておりま
す。 

   
③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 688百万円
減価償却費 
相当額 688百万円

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 734百万円
減価償却費 
相当額 734百万円

 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 
支払リース料 1,466百万円 
減価償却費 
相当額 1,466百万円 

 
   
④ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており
ます。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており
ます。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており
ます。 

   
２ オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料 

１年内 668百万円
１年超 1,390百万円
合計 2,058百万円

 

２ オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料 

１年内 722百万円
１年超 2,988百万円
合計 3,710百万円

 

２ オペレーティング・リース取引 
   未経過リース料 

１年内 954百万円
１年超 1,715百万円
合計 2,669百万円
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７．有 価 証 券 

 

(1)その他有価証券で時価のあるもの                        (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 13 年 9 月 30 日現在) (平成 14 年 3 月 31 日現在) 
種  類 

取得原価 
中間連結貸
借対照表計
上額 

差 額 取得原価 
中間連結貸
借対照表計
上額 

差 額 取得原価 
連結貸借対
照表 
計上額 

差 額 

(1)株式 38,491 48,243 9,751 57,154 72,813 15,658 45,727 77,635 31,908 

(2)債券          

  国債・地方債等 10 10 △0 10 10 ─ 9 9 0 

  社債 424 416 △8 515 511 △3 429 412 △17 

その他 51 52 0 1 1 ─ 51 52 0 

(3)その他 603 552 △51 2,637 2,559 △78 1,096 1,075 △20 

合   計 39,582 49,275 9,693 60,319 75,896 15,576 47,313 79,186 31,872 

 

 

(2)時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 
                                        (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 13 年 9 月 30 日現在) (平成 14 年 3 月 31 日現在) 内  容 
中間連結貸借対照表 

計上額 
中間連結貸借対照表 

計上額 
連結貸借対照表 

計上額 

その他有価証券    

   非上場株式・出資金等 2,222 978 2,359 

   非上場債券 1,000 1,000 1,000 

   ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等 12,272 22,174 30,686 
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８．デリバティブ取引 
通貨関連                                    (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) (平成 13 年 9 月 30 日現在) (平成 14 年 3 月 31 日現在) 

契約金額等 契約金額等 契約金額等 
区
分 

種 類 

 うち 
1 年超 

時価 評価損益 
 うち 

1 年超 

時価 評価損益 
 うち 

1 年超 

時価 評価損益 

 為替予約取引             

市  売 建             
場    US$   14 ─ 13 1 ─ ─ ─ ─ 1,227 ─ 1,325 △98 
取    STG£ ─ ─ ─ ─ 27 ─ 27 0 ─ ─ ─ ─ 
引    EURO ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
以  買 建             
外    US$ 596 ─ 560 △35 378 ─ 385 7 371 ─ 374 2 
の    STG£ 2,604 ─ 2,548 △55 2,707 ─ 2,752 45 2,912 ─ 2,903 △9 
取    EURO 182 ─ 187 4 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
引    NZ$ ─ ─ ─ ─ 1 ─ 1 0 ─ ─ ─ ─ 
    日本円 1,116 ─ 1,132 16 2,271 ─ 2,253 △18 824 ─ 769 △55 
 通貨オプション取引             
 売 建             

  ｺｰﾙ EURO 
─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

  ﾌﾟｯﾄ STG£ ─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 
523 
(0) 

─ 
 

 
△2 

 
△2 

570 
(0) 

─ 
 

 
△0 

 
△0 

 買 建             

  ﾌﾟｯﾄ EURO 
─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

― 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 

  ｺｰﾙ STG£ ─ 
 

─ 
 

─ 
 

─ 
 
1,047 
(0) 

─ 
 

 
7 

 
7 
1,140 
(0) 

─ 
 

 
2 

 
2 

 合 計 ─ ─ ─ △68 ─ ─ ─ 39 ─ ─ ─ △158 
 
(注)１．時価の算定方法 
    為替予約取引及び通貨オプション取引は、同取引を約定した金融機関から提示された評価額によって

おります。 
  ２．オプション取引は、将来の特定の日において一定の為替レンジで交換する取引であり、オプション料

は発生しておりません。 
３．ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

   
 


